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R7 年度分担研究報告書 
広域に発⽣する主に細菌性疾患の疫学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく疾病負荷軽

減策の検討 
 

研究要旨 ⾷品媒介感染症は重症化する場合があり、その疾病負荷を評価することは重
要である。疾病負荷の検討には、これまで⽐較群を設定した調査デザインが⽤いられてき
た。⼀⽅で、⽐較群の設定にはマンパワーや費⽤を要するため、実施が困難な場合が多
い。本研究では、⾃⼰対照ケースシリーズ法（Self-Controlled Case Series 法: SCCS 法）
を⽤いて、疾病負荷の検討が可能な範囲について検討した。SCCS 法の前提条件を満たす
と考えられる「焼⾁店の利⽤」の有無を曝露因⼦とし、同⼀の分⼦タイプの腸管出⾎性⼤
腸菌感染をアウトカムとして解析を⾏った。その結果、罹患率⽐（Incidence Rate Ratio: 
IRR）は 32.0 (95%CI: 12.5‒82.1)であった。これに基づき算出した寄与リスク割合
（Attributable Risk Percent: ARP）は 96.9%（95％信頼区間：92.0‒98.8%）であった。本
研究により、SCCS 法により推定された IRR を⽤いて ARP を算出することは可能である
ことが⽰された。⼀⽅で、SCCS 法の特性上絶対リスクの評価には、コホート研究などか
ら得られるリスク差などを併⽤することで、補完的な解釈が可能であると考えられた。 
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Ａ．研究⽬的	

⾷品媒介感染症は重症化する場合があり、
その疾病負荷の評価は重要である[1,2]。こ
れまで、⾷品媒介感染症における疾病負荷
の検討では⼈⼝寄与危険割合などの指標が
⽤いられてきた[3]。これらの指標を算出す
るためには、⼀般的にコホート研究や症例
対照研究など、⽐較群を設定した調査デザ
インが必要となる。しかし、⽐較群への調査
には、多くのマンパワーや費⽤を要するた

め、実施困難な場合がある。	

そのため、疾病負荷の評価においては、⽐
較群を設定するデザインに代わる⼿法の検
討が求められる。2024 年に Ria らは Euro 
Surveillance 誌におい て 、Self-controlled 
Case Series 法（SCCS 法）を⽤い、腸管出
⾎性⼤腸菌感染と訪問国との関連を検討し
た報告を⾏った[4]。SCCS 法は症例のみを
⽤いてリスクを推定できる⽅法であり、⽐
較群に対する調査に要するコストやマンパ
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ワーを低減できる可能性がある。 
そこで、我々は SCCS 法の前提条件[5]を

満たすと考えられる「焼⾁店の利⽤」を曝露
因⼦とし、同⼀の分⼦タイプの「腸管出⾎性
⼤腸菌感染」との関連について罹患率⽐
（Incidence Rate Ratio: IRR）により評価す
る試みを⾏ってきた。 

本研究は SCCS 法により算出された IRR
を基に、疾病負荷指標の⼀つである寄与リ
スク割合（Attributable Risk Percent：ARP）
の算出可能性及び他の疾病負荷の指標の利
⽤可能性について検討した。 
 
	
Ｂ．研究⽅法 
 本研究は SCCS 法の前提条件を満たすと
判断された「焼⾁店の利⽤」について、疾病
負荷の指標として ARP を算出した。ARP は
SCCS 法により推定された IRR を⽤いて、
以下の式に基づき算出した。 
 

𝐴𝑅𝑃 =
𝐼𝑅𝑅 − 1
𝐼𝑅𝑅 × 100 

 
また、ARP以外の疾病負荷指標の利⽤の可
能性については既存の⽂献に基づき検討し
た。 
 
 
Ｃ．研究結果・考察 
 SCCS 法により推定された IRR は 32.0
（95％信頼区間：12.5-82.1）であった。こ
れに基づき算出した ARP は 96.9%（95％信
頼区間：92.0-98.8%）であった。 

本研究で対象とした「焼⾁店の利⽤」は
Whitaker らが⽰した SCCS 法の前提条件

[6]である、①「イベントの発⽣が独⽴か、
稀であること」、②「イベントの発⽣がその
後の観察期間の⻑さに影響を与えないこ
と」、③「イベントの発⽣がその後の曝露に
影響を与えないこと」、④「曝露がイベント
後の⾏動変化がないこと」、⑤「時間変動交
絡（年齢・季節など）はモデル化されている
こと」を概ね満たしていると考えられた。こ
のため、IRR の推定が可能であり、さらに
IRR を⽤いた ARP の算出も可能であると
考えられた。 

⼀⽅、SCCS 法により得られた指標は相
対指標である IRR であり、絶対リスクを算
出することはできない。そのため、SCCS 法
のみでは、曝露によってどの程度の発症数
や発症リスクが増加したかを絶対的に評価
することは困難である。既存の報告では、
SCCS 法で得られた IRR をコホート研究等で
得られるリスク差や発⽣率と組み合わせる
ことで、絶対リスクを補完的に評価する⼿
法が報告されている[7‒9]。従って、SCCS 法
による IRRおよび ARP は疾病負荷の相対的
評価には有⽤であるが、絶対リスクの解釈
には他の調査デザインから得られる情報を
併⽤する必要がある。 

本研究は個々の⾷品や⾷材に関する疾病
負荷の評価は⾏っていない。その理由とし
て、個別の⾷品や⾷材を曝露因⼦とした場
合には、SCCS 法の前提条件を満たさない可
能性があることが挙げられる。例えば、「イ
ベント発⽣がその後の曝露に影響を与えな
いこと」や「イベント後に曝露⾏動が変化し
ないこと」という前提条件については、⾷品
媒介感染症の発症後に当該⾷品の摂取を避
ける⾏動が⽣じる可能性があり、前提条件
の成⽴が困難となる場合がある。 
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また、個別⾷品や⾷材では、曝露開始時点
や曝露期間を正確に把握することが難しい
場合が多い。⼀⽅で、摂取記録が詳細に把握
可能であり、特定の⾷品や⾷材（例えば同⼀
ロット）に限定できる場合には、SCCS 法の
適⽤可能性は⾼まると考えられる。 

なお、本研究では明らかな前提条件の逸
脱は認められなかったが、SCCS 法の前提
条件を満たさない場合であっても、統計学
的な補正により SCCS 法の適⽤が可能であ
ることが報告されている[10]。今後、他の曝
露 因 ⼦ や ⾷ 品売価 感 染 症事例に 対 し て
SCCS 法を応⽤する際には、前提条件の確
認に加え、前提条件を逸脱した場合の補正
⽅法についても検討する必要がある。 
 
 
Ｄ．結論 

SCCS 法の前提条件を満たすと考えられ
る「焼⾁店の利⽤」を曝露因⼦とした場合、
SCCS 法により推定された IRR を⽤いて、
疾病負荷の指標の⼀つである ARP を算出
することが可能であった。⼀⽅で、SCCS 法
は絶対リスクを直接算出できないデザイン
であるため、絶対リスクの評価にはコホー
ト研究などから得られるリスク差や発⽣率
を併⽤する必要がある。今後、⾷品媒介感染
症における疾病負荷に SCCS 法を活⽤する
際には、曝露因⼦の特性と SCCS 法の前提
条件を慎重に確認することが重要である。 
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